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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 20,264 13.0 182 △21.3 250 7.1 102 △31.2
23年3月期 17,932 8.8 232 △10.3 233 △15.2 148 △47.5
（注）包括利益 24年3月期 23百万円 （△86.7％） 23年3月期 178百万円 （△51.9％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 21.47 ― 2.7 2.9 0.9
23年3月期 30.45 ― 3.9 2.9 1.3
（参考） 持分法投資損益 24年3月期  ―百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 8,605 3,822 44.4 806.08
23年3月期 8,723 3,876 44.4 793.47
（参考） 自己資本   24年3月期  3,818百万円 23年3月期  3,871百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 431 △17 △539 830
23年3月期 279 △413 275 956

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 48 32.8 1.3
24年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 47 46.6 1.2
25年3月期(予想) ― 0.00 ― 10.00 10.00 39.5

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 9,900 1.6 40 65.0 45 △34.1 0 ― ―
通期 21,000 3.6 240 31.2 250 △0.1 120 17.4 25.33



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 5,257,950 株 23年3月期 5,257,950 株
② 期末自己株式数 24年3月期 520,346 株 23年3月期 378,346 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 4,759,450 株 23年3月期 4,879,604 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 16,391 15.3 212 △11.9 281 16.2 138 △12.1
23年3月期 14,221 9.0 240 △9.2 242 △13.9 157 △37.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 29.14 ―
23年3月期 32.32 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 8,145 3,891 47.8 821.36
23年3月期 8,366 3,907 46.7 800.83
（参考） 自己資本 24年3月期  3,891百万円 23年3月期  3,907百万円

2. 平成25年 3月期の個別業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、４ページ
「1.経営成績（４）次期の見通し」を御覧ください。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 8,200 6.2 75 △23.0 40 17.9 8.44
通期 17,300 5.5 230 △18.2 130 △6.3 27.44
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(1）経営成績に関する分析 

① 当期の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災、タイの水害等に加え長引く円高に伴う国内企業の収益

に対する影響による失業、倒産の増加、さらに欧州債務問題など、経済の先行き不透明感から個人消費市場は厳

しい状況で推移しました。 

当社グループの事業領域のうち、映像ソフト市場におきましては、東日本大震災によりレジャー関連支出の自

粛の影響もあり、順調に推移してきた映画興行収入が減少したものの、手ごろな娯楽としてＤＶＤレンタル市場

は比較的堅調に推移しました。 

音楽ソフト市場におきましては、韓流ブームによるＫ－ＰＯＰやＣＤシングルで５タイトルのミリオンセラー

を記録したＡＫＢ４８の人気が続くなか、昨年10月に発売された由紀さおりのアルバム「１９６９」が海外でブ

レイクし日本でもヒットしたことなどから、減少を続けてきたＣＤの生産高も金額の減少幅は１％減と微減にと

どまり、数量では１％増と６年ぶりに前年を上回る結果となりました。一方、ｉＰｈｏｎｅ、スマートフォンの

普及に伴う動画配信サイトの影響等により音楽配信の売上高は16％の減少となりました。 

コンシューマーゲーム市場におきましては、昨年12月にソニーコンピュータエンタテインメントによるネット

ワーク対応の携帯型ゲーム機「Ｐｌａｙ Ｓｔａｔｉｏｎ Ｖｉｔａ」の発売、任天堂の携帯型ゲーム機「３Ｄ

Ｓ」の価格引下げ等により年末商戦は活気を見せたものの、ｉＰｈｏｎｅ、スマートフォンを含めた携帯端末向

けのゲームの台頭により、パッケージゲームソフト市場は厳しい状況で推移しました。 

このような環境のもと、当社は平成22年12月に株式会社アイ信の映像ソフトの卸売事業を譲り受け、映像ソフ

ト市場におけるシェアの拡大と売上総利益率の改善に加え、グループ全体の業務効率の向上による経費の削減に

努めました。 

また、昨年７月の地上テレビ放送のデジタル化に伴い、シティホテルやビジネスホテル等の衛星放送を利用し

た館内有料放送サービスのデジタル化に必要な機器、システム及び衛星放送向け高画質映像コンテンツの販売事

業を行う目的で、昨年５月13日付で100％子会社のリングフリージャパン株式会社の商号を株式会社メディアネッ

トワークソリューションズ（以下「ＭＮＳ」）に変更し、同社にて同事業を開始しました。 

② 当期の業績（連結）  

以上の結果、当社グループの当連結会計年度の連結業績は、売上高が20,264百万円と前期比で13.0％増加した

ことに加え、事業の譲受に伴い、事業所の統廃合（東京と大阪で２ケ所あった事務所をそれぞれ1ケ所に統合）や

重複した業務の統合等経費削減に努めたものの、予定した削減効果を得られなかったことや、高利益率の商品の

取扱高が計画を下回ったこと、ＭＮＳの事業開始に伴う経費の支出等により、営業利益は前期比21.3％減の182百

万円となりました。また、営業外収益において有価証券売却益を計上したことにより、経常利益は前期比7.1％増

の250百万円となりました。なお、法人税率の変更に伴い繰延税金資産を取り崩したこと、子会社の欠損金に対し

て繰延税金資産を計上していないこと等が当期純利益を押し下げる要因となり、当期純利益は前期比31.2％減の

102百万円となりました。 

③ セグメント別の業績（連結）  

［卸売事業］ 

ａ．音楽映像ソフト 

当部門の売上高は、音楽ソフト市場が厳しい状況で推移するなか、株式会社アイ信の映像ソフトの卸売事業

を譲り受け、映像ソフト市場におけるシェアの拡大に努めたことにより前期比20.0％増の14,579百万円となり

ました。 

ｂ．コンシューマーゲーム 

当部門の売上高のうち、ゲームハードにおいては、新型の携帯型ゲーム機が発売されるなど話題は多かった

ものの、ゲームソフトにおいては、ヒット作が少なかったこと等により、前期比7.1％減の3,097百万円となり

ました。 

ｃ．関連商品 

当部門の売上高は、ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ等の記録メディアの売上げが減少するなか、前期より新たに開始

したレンタル店向けサービス「ＣＴＳ（ＣＳＬｏｇｉｎｅｔ Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎ Ｓｙｓｔｅｍの略称

で、対象商品のレンタル店における貸出実績に応じて、その売上げを店舗と権利者でシェアするサービス）」

の売上高が加わったことにより、前期比30.8％増の685百万円となりました。 

ｄ．その他 

当部門の売上高のうち、ゲームソフト、音楽映像ソフトメーカーの物流受託業務を行うＴＰＬ事業におい

て、一部取引先の事業縮小等があり、前期比4.2％減の650百万円となりました。 

以上により、卸売事業全体の売上高は、前期比13.9％増の19,013百万円となりました。 

１．経営成績



［小売事業］ 

当部門の売上高は、当社直営の既存店舗の売上高が減少しているものの、株式会社アイ信の事業の一部を譲

り受けた際、同社の直営店２店舗も譲り受けており、同店舗の売上高が加わったことにより、前期比0.4％増の

1,251百万円となりました。 

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況  

当連結会計年度末における総資産は8,605百万円となり、前連結会計年度末に比べ118百万円の減少となりまし

た。また、純資産の残高は3,822百万円となり、54百万円の減少となりました。 
イ．資産 

流動資産においては、前連結会計年度末に比べ70百万円増加した5,085百万円となりました。主な要因は、３

月度の仕入高において４月以降発売予定の商品が多かったことにより、たな卸資産の残高が増加したことによ

るものです。 

固定資産においては、前連結会計年度末に比べ188百万円減少した3,520百万円となりました。主な要因は、

投資有価証券の売却による減少です。 

ロ．負債 

流動負債においては、前連結会計年度末に比べ376百万円増加した3,615百万円となりました。主な要因は、
３月度の仕入高が多かったことによる支払手形及び買掛金の増加によるものです。 

固定負債においては、前連結会計年度末に比べ439百万円減少した1,167百万円となりました。主な要因は、

長期借入金の返済によるものです。 

ハ．純資産 

純資産においては、前連結会計年度末に比べ54百万円減少した3,822百万円となりました。主な要因は、株価

の低迷と投資有価証券の残高の減少による、その他有価証券評価差額金の減少によるものです。 

   ② キャッシュ・フローの状況  
当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期

純利益が248百万円となり、仕入債務の増加や売上債権の減少に伴う資金の増加があったものの、たな卸資産の増

加による資金の減少に加え、財務活動における長期借入金の返済による支出等により、前連結会計年度末に比べ

126百万円減少した830百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が248百万円となり、たな卸資産の増加によ

る資金の減少があったものの、仕入債務の増加や売上債権の減少による資金の増加があったため、前連結会計

年度に比べ151百万円増加した431百万円となりました。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、事業の譲り受けによる支出があったものの、投資有価証券の売却に

よる収入により17百万円の支出となりましたが、前連結会計年度においては事業の譲り受けによる支出と有形

固定資産の取得等により413百万円の支出となっているため、前連結会計年度と比較した場合、395百万円の増

加となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度においては、事業の譲り受けによる資金調達のため

長期借入金の増加や社債の発行による収入がありましたが、当連結会計年度においては新たな資金調達はな
く、借入金の返済による支出のみであったことから、前連結会計年度に比べ815百万円減少した539百万円の支

出となりました。 

この結果、当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ126

百万円減少した830百万円となりました。 

（参考）キャッシュ・フロー指標の推移 

※１．各指標は、以下の計算式により算出しております。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

２．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

  平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年3月期 

自己資本比率（％）  50.1  44.4  44.4

時価ベースの自己資本比率（％）  15.6  11.9  11.6

キャッシュ・フロー対有利子負債

比率（％） 
 3.5  4.9  2.1

 インタレスト・カバレッジ・レシ 

 オ（倍） 
 29.6  19.6  30.1



３．キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は貸借対照表に計上されて

いる負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としております。利息の支払については、営業キャッ
シュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、安定した配当の継続と、事業拡大及び財務体質の強化など将来に備えた内部留保の充実を勘案し、利益配

分を行ってまいります。 

なお、当期におきましては、連結業績において平成22年12月に株式会社アイ信より事業の一部を譲り受けたことに

伴い売上高は増加したものの、音楽ソフトの減少等による売上総利益への影響等により、営業利益は前期を下回るこ

ととなりました。また、営業外収益の増加により経常利益は前期を上回っておりますが、繰延税金資産の取崩等によ
り当期純利益は前期を下回る結果となっております。しかし、安定した配当の継続のもと、当期につきましても前期

同様に、普通株式１株につき１０円の普通配当とすることといたしました。 

(4）次期の見通し 

今後につきましては、企業収益は改善傾向にあるものの、東日本大震災の影響とこれに伴う原発、電力問題、デフ

レの影響等、景気の先行き不透明感から個人消費市場は依然として厳しい状況で推移することが予想されます。 

当社グループの事業領域のうち、映像ソフト市場におきましては、東日本大震災の影響で遅れていた岩手、宮城、

福島における地上波テレビ放送の完全デジタル化が完了し、今後はブルーレイディスク・プレーヤーの普及率の拡大
とこれに伴うソフトの拡充が期待されます。 

音楽ソフト市場におきましては、ＣＤの売上高と携帯電話向け音楽配信が減少するなか、音楽ＤＶＤ、音楽ブルー

レイディスクの生産高やｉＰｈｏｎｅやスマートフォンを含むインターネットを通じた音楽配信は増加傾向にあり、

ユーザーの音楽に対するニーズの変化に対応したパッケージの企画・制作が求められます。 

コンシューマーゲーム市場におきましては、ダウンロード機能を持つ「ニンテンドー３ＤＳ」と「Ｐｌａｙ Ｓｔ

ａｔｉｏｎ Ｖｉｔａ」の普及に伴い、ｉＰｈｏｎｅ、スマートフォンを含む携帯端末向けの配信型ゲームが拡大す

るなか、ウイルス、個人情報漏洩等のセキュリティ対策とパッケージソフトにおける市場環境の変化への対応が求め

られます。 
このような環境のもと、当社グループにおきましては、音楽映像ソフト市場におけるシェアの確保に加え、当社が

総販売元となって販売する商品の開発による利益率の向上とグループ全体の業務効率の向上による経費削減に努めて

まいります。また、平成24年２月に従来のＣＴＳに加え、「ＣＳＲ（Ｃｕｓｔｏｍｅｒ Ｓｔｏｃｋ ｏｒ Ｒｅｔ

ｕｒｎ）」という新たなサービスを開始しました。これは、ＤＶＤの新作発売後３～４ケ月間、レンタル店が一定の

料金を支払うことでエンドユーザーにレンタルし、期間終了後はレンタル店の判断でそのまま在庫(Stock)するか返

品(Return)するかを選択できるというもので、レンタル店の品揃えの強化を図りつつ、仕入コストと在庫リスクを軽

減し、レンタル店の収益力の強化につながるものとして、積極的に導入を推進してまいります。 

また、ＭＮＳにおいては、衛星放送を利用したホテル内有料放送サービスの高画質化に必要な機器、システム及び
高画質映像コンテンツの販売を具体的に展開し、事業領域の拡大とともに、グループの業績向上に寄与すべく事業を

展開してまいります。 

以上のことから、当社グループの通期の連結業績の見通しは、売上高21,000百万円(当期比3.6％増)、営業利益240

百万円（当期比31.2％増）、経常利益250百万円（当期比0.1％減）、当期純利益120百万円(当期比17.4％増)を見込

んでおります。 

なお、事業の種類別セグメントの見通しは、次の通りであります。 
① 卸売事業   

音楽映像ソフトのうち、音楽ソフトの売上高はＣＤ販売市場の低迷の影響を受け減少が見込まれるものの、ブル

ーレイディスク・プレイヤーに対応したソフトの拡充と、事業の譲り受けに伴い増加した、映像ソフト市場におけ

るシェアの確保により、映像ソフトの売上高の増加が見込まれ、音楽映像ソフト全体の売上高は、15,300百万円(当

期比4.9％増)を見込んでおります。 

コンシューマーゲームの売上高は、新たな携帯型ゲーム機の発売により、これに対応したゲームソフトの発売も

期待されるものの、市場全体としては厳しい状況が予想されることから、2,900百万円(当期比6.4％減)を見込んで

おります。 
関連商品の売上高は、主力商品である記録メディアの需要の減少の影響を受け、600百万円(当期比12.5％減)を見

込んでおります。 

その他の売上高は、昨年から始めたレンタル店向けのサービスの「ＣＴＳ」に加え、本年より新たに開始したレ

ンタル店向けのサービス「ＣＳＲ」とＭＮＳにおける売上高が見込まれることから、1,150百万円(当期比76.9％増)

を見込んでおります。 

② 小売事業 

小売事業部門におきましては、1,050百万円(当期比16.1％減)を見込んでおります。  

  



当社企業集団(以下、当社グループ)は、当社(株式会社シーエスロジネット)と連結子会社３社の計４社で構成されて

おり、主たる事業は、音楽ソフト（レンタル用ＣＤ）、映像ソフト（ビデオカセット、ＤＶＤ）、家庭用ゲーム機器及

びゲームソフト(以下、コンシューマーゲーム)等の卸売販売を行なう「卸売事業」であります。また、当社の小売事業

部門はＣＤ、コンシューマーゲーム等の販売(「小売事業」)を行なっております。  

当社グループの事業区分とそれに係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次の通りであります。  

（注）１．映像ソフトは、主にレンタル用映像ソフトであります。  

２．当社開発商品は、主にレンタル店におけるディスプレイ用品、店頭告知用各種ツール（ＰＯＰ、チラシ、各

種表示ラベル等の印刷物）等であります。  

３．ＴＰＬはゲームソフトメーカー等の物流受託業務、ＯＥＭは音楽映像ソフトをレンタル店向けに管理用バー

コードを貼付する等の加工業務であります。 

４．ホテルその他共聴施設事業者が行う衛星放送を利用した館内放送サービスのデジタル化に必要な機器、シス

テム及び衛星放送向け高画質映像コンテンツ等の販売であります。 

事業系統図

  

  

 （注）１．当社小売事業は、音楽映像ソフトの販売及びレンタル、コンシュマーゲーム等の販売を行っており、当社卸

売事業を経由して仕入れており、販売用音楽ソフトのみ外部卸売業者より仕入れております。 

２．リングフリージャパン株式会社は、平成23年５月13日開催の同社臨時株主総会の決議により、株式会社メデ

ィアネットワークソリューションズに商号変更しております。   

２．企業集団の状況

事業区分 主要商品及び事業内容 主要な会社 

卸売事業 音楽映像ソフト 音楽ソフト（レンタル用ＣＤ） 当社、㈱ハブ・ア・グッド 

映像ソフト（ビデオカセット、ＤＶＤ）(注)１ 当社、㈱ハブ・ア・グッド 

コンシューマーゲーム（家庭用ゲーム機器、ゲームソフト等） 当社 

関連商品（ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ等録音・録画用記録メディア、当社開発

商品、備品等）(注)２ 
当社、㈱ハブ・ア・グッド 

その他（ＴＰＬ、ＯＥＭ等）(注)３ 

共聴施設事業者向け館内放送サービス用機器及びシステム（注）４  

当社、㈱メディアネットワーク

ソリューションズ  

小売事業 
音楽映像ソフトのレンタル及び販売、並びにコンシューマーゲームの販

売、映像コンテンツの衛星放送及びインターネットを利用した配信事業 
当社、㈱ムービーチャンネル  



(1）会社の経営の基本方針 

当社は、音楽、映像、ゲーム等のソフトの流通を担うことにより「人々の豊かなエンタテインメント・ライフづく

りに貢献していく」ことを企業理念とし、「顧客満足度の向上を図り、企業を永続的に発展させ、株主や社会に貢献

し、社員の成長と豊かな人生を実現できる企業を目指すこと」を経営理念としております。 

また、事業領域であるエンタテインメント・ソフト市場において「情報と商品の供給によりお客様を後方支援す

る」という基本方針に基づき、タイムリーな商品供給とより付加価値の高い情報サービスにより、差別化を図り、シ

ェア拡大に努めてまいります。あわせて徹底したローコスト・マネジメントを推進し、売上高営業利益率の向上に努

めてまいります。 

なお、当社の社名シーエスロジネットは、 Customer  Satisfying  Logistics  Network（お客様に満足していた

だける戦略的物流ネットワーク） を意味しております。  

(2）目標とする経営指標 

当社は、総資本経常利益率13～15％を目標とする経営指標としております。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

① エンタテインメント・ソフト総合卸売機能の強化  

大型化、複合化した音楽、映像、コンシューマーゲーム等のエンタテインメント・ソフトのレンタル及び販売

店に対し、これらの商品の総合卸売としての機能並びにサービスの向上を推進し、シェア拡大に努めてまいりま

す。 

② 情報サービスの強化 

当社の情報サービス「ＣＳＩ－Ｎｅｔ」をエンタテインメント・ソフト全般の発注参考情報として活用できる

よう機能を強化・充実し、同業他社との差別化を図ることでシェア拡大に努めてまいります。 

③ ＴＰＬの規模拡大 

当社の物流サービスのＴＰＬ（物流の受託業務で、Third  Party  Logisticsの頭文字をとったもの）を現在の

ゲームソフトメーカーに加え、音楽、映像ソフトメーカーの物流受託業務も含め、事業規模の拡大を進めてまい

ります。 

④ 総販事業  

当社と音楽映像ソフトの制作会社と契約により、当社が総販売元となる総販事業を強化し、売上総利益率の向

上に努めてまいります。 

⑤ 市場変化への対応 

当社は、インターネットや携帯電話、スマートフォンの普及に伴う、音楽配信、映像配信、ゲーム配信等の事

業に取り組み、市場の変化に対応してまいります。 

(4）会社の対処すべき課題 

音楽映像ソフト部門におきましては、音楽映像ソフト市場におけるシェアの確保に加え、当社が総販売元となって

販売する商品の開発による利益率の向上とグループ全体の業務効率の向上による経費削減に努めてまいります。ま

た、平成24年２月に従来のＣＴＳに加え、「ＣＳＲ（Ｃｕｓｔｏｍｅｒ Ｓｔｏｃｋ ｏｒ Ｒｅｔｕｒｎ）」とい

う新たなサービスを開始しました。これは、ＤＶＤの新作発売後３～４ケ月間、レンタル店が一定の料金を支払うこ

とでエンドユーザーにレンタルし、期間終了後はレンタル店の判断でそのまま在庫(Stock)するか返品(Return)する

かを選択できるというもので、レンタル店の品揃えの強化を図りつつ、仕入コストと在庫リスクを軽減し、レンタル

店の収益力の強化につながるものとして、積極的に導入を推進してまいります。 

また、ＭＮＳにおいては、衛星放送を利用したホテル内有料放送サービスの高画質化に必要な機器、システム及び

高画質映像コンテンツの販売を具体的に展開し、事業領域の拡大とともに、グループの業績向上に寄与すべく事業を

展開してまいります。 

一方、流通再編に対応するため、事業提携を含めたＭ＆Ａを推進するとともに、新規事業の開発・実現に向けた事

業計画を進めてまいります。 

あわせて、徹底したローコスト・マネジメントを進めるとともに、内部統制の整備・運用を図り、健全な経営体質

の強化に努めてまいります。  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

  該当事項はありません。 

   

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※1  1,178,747 ※1  1,012,606 

受取手形及び売掛金 2,388,381 2,172,896 

有価証券 208 271 

たな卸資産 ※3  1,262,611 ※3  1,731,430 

繰延税金資産 44,406 59,982 

その他 162,113 116,625 

貸倒引当金 △21,782 △8,678 

流動資産合計 5,014,686 5,085,133 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※1  214,500 ※1  213,746 

減価償却累計額 △112,677 △117,411 

建物及び構築物（純額） 101,822 96,335 

機械装置及び運搬具 42,788 45,909 

減価償却累計額 △33,392 △38,897 

機械装置及び運搬具（純額） 9,396 7,011 

土地 ※1, ※2  519,761 ※1, ※2  575,565 

その他 129,621 144,375 

減価償却累計額 △99,964 △115,725 

その他（純額） 29,657 28,650 

有形固定資産合計 660,637 707,563 

無形固定資産   

のれん 196,916 112,928 

その他 118,969 158,244 

無形固定資産合計 315,885 271,172 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,217,596 971,197 

敷金及び保証金 1,030,742 1,001,439 

繰延税金資産 33,243 107,603 

その他 454,659 466,833 

貸倒引当金 △3,771 △5,707 

投資その他の資産合計 2,732,469 2,541,366 

固定資産合計 3,708,992 3,520,102 

資産合計 8,723,678 8,605,235 



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※1  2,563,266 ※1  3,015,085 

未払金 222,156 75,094 

未払費用 101,691 110,931 

未払法人税等 48,209 132,305 

賞与引当金 47,539 47,658 

その他 ※1  256,952 ※1  234,834 

流動負債合計 3,239,815 3,615,911 

固定負債   

社債 171,200 142,400 

長期借入金 ※1  967,982 ※1  560,898 

役員退職慰労引当金 273,749 291,346 

受入保証金 186,228 172,604 

その他 7,843 1 

固定負債合計 1,607,003 1,167,250 

負債合計 4,846,818 4,783,162 

純資産の部   

株主資本   

資本金 598,510 598,510 

資本剰余金 545,000 545,000 

利益剰余金 2,953,817 3,007,230 

自己株式 △112,553 △142,231 

株主資本合計 3,984,775 4,008,510 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 128,855 52,220 

土地再評価差額金 △241,827 △241,827 

その他の包括利益累計額合計 △112,972 △189,606 

少数株主持分 5,056 3,169 

純資産合計 3,876,860 3,822,073 

負債純資産合計 8,723,678 8,605,235 



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 17,932,355 20,264,934 

売上原価 15,858,917 17,878,148 

売上総利益 2,073,437 2,386,785 

販売費及び一般管理費   

販売手数料 38,237 41,623 

運賃及び荷造費 200,088 225,494 

広告宣伝費 7,807 9,895 

貸倒引当金繰入額 15,964 433 

役員報酬 134,480 150,543 

給料及び手当 649,635 847,529 

賞与 50,857 50,102 

賞与引当金繰入額 45,548 46,368 

退職給付費用 11,053 13,163 

役員退職慰労引当金繰入額 15,633 17,596 

福利厚生費 102,964 133,901 

交際費 5,338 6,716 

旅費及び交通費 35,270 45,377 

租税公課 21,756 24,290 

減価償却費 36,446 40,440 

消耗品費 41,221 37,322 

賃借料 151,538 174,593 

その他 277,114 338,494 

販売費及び一般管理費 1,840,957 2,203,887 

営業利益 232,479 182,898 

営業外収益   

受取利息 5,481 3,724 

受取配当金 3,289 4,254 

受取賃貸料 3,080 2,944 

受取手数料 4,944 10,878 

有価証券売却益 6,624 63,440 

雑収入 6,494 2,088 

営業外収益合計 29,914 87,330 

営業外費用   

支払利息 14,549 14,946 

社債発行費 4,154 － 

為替差損 8,693 813 

支払保証料 1,274 2,549 

雑損失 52 1,566 

営業外費用合計 28,724 19,875 

経常利益 233,669 250,353 



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

特別利益   

投資有価証券売却益 － 14,652 

保険解約返戻金 1,467 17,902 

特別利益合計 1,467 32,554 

特別損失   

投資有価証券評価損 2,999 32,179 

固定資産除却損 964 1,903 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 2,958 － 

その他 551 817 

特別損失合計 7,475 34,899 

税金等調整前当期純利益 227,661 248,008 

法人税、住民税及び事業税 91,487 170,746 

法人税等調整額 △10,926 △23,059 

法人税等合計 80,560 147,686 

少数株主損益調整前当期純利益 147,100 100,321 

少数株主損失（△） △1,507 △1,887 

当期純利益 148,608 102,209 



（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 147,100 100,321 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 31,131 △76,634 

その他の包括利益合計 31,131 △76,634 

包括利益 178,232 23,687 

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 179,739 25,574 

少数株主に係る包括利益 △1,507 △1,887 



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 598,510 598,510 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 598,510 598,510 

資本剰余金   

当期首残高 545,000 545,000 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 545,000 545,000 

利益剰余金   

当期首残高 2,854,005 2,953,817 

当期変動額   

剰余金の配当 △48,796 △48,796 

当期純利益 148,608 102,209 

当期変動額合計 99,812 53,413 

当期末残高 2,953,817 3,007,230 

自己株式   

当期首残高 △112,553 △112,553 

当期変動額   

自己株式の取得 － △29,678 

当期変動額合計 － △29,678 

当期末残高 △112,553 △142,231 

株主資本合計   

当期首残高 3,884,963 3,984,775 

当期変動額   

剰余金の配当 △48,796 △48,796 

当期純利益 148,608 102,209 

自己株式の取得 － △29,678 

当期変動額合計 99,812 23,735 

当期末残高 3,984,775 4,008,510 



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 97,724 128,855 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 31,131 △76,634 

当期変動額合計 31,131 △76,634 

当期末残高 128,855 52,220 

土地再評価差額金   

当期首残高 △241,827 △241,827 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 △241,827 △241,827 

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △144,103 △112,972 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 31,131 △76,634 

当期変動額合計 31,131 △76,634 

当期末残高 △112,972 △189,606 

少数株主持分   

当期首残高 6,564 5,056 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,507 △1,887 

当期変動額合計 △1,507 △1,887 

当期末残高 5,056 3,169 

純資産合計   

当期首残高 3,747,423 3,876,860 

当期変動額   

剰余金の配当 △48,796 △48,796 

当期純利益 148,608 102,209 

自己株式の取得 － △29,678 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 29,624 △78,521 

当期変動額合計 129,436 △54,786 

当期末残高 3,876,860 3,822,073 



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 227,661 248,008 

減価償却費 45,953 48,671 

減損損失 209 540 

のれん償却額 49,373 83,987 

投資有価証券評価損益（△は益） 2,999 32,179 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 2,958 － 

出資金評価損 － 277 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 15,633 17,596 

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,062 119 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 14,498 △11,168 

受取利息及び受取配当金 △8,771 △7,979 

支払利息 14,549 14,946 

為替差損益（△は益） 3,288 340 

社債発行費 4,154 － 

有価証券売却損益（△は益） △6,624 △63,440 

投資有価証券売却損益（△は益） － △14,652 

固定資産売却損益（△は益） 342 － 

固定資産除却損 964 1,903 

売上債権の増減額（△は増加） △593,486 215,485 

たな卸資産の増減額（△は増加） △91,415 △468,819 

その他の資産の増減額（△は増加） △7,993 7,234 

破産更生債権等の増減額（△は増加） △260 △2,317 

仕入債務の増減額（△は減少） 565,846 451,819 

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,844 △17,256 

その他の負債の増減額（△は減少） 27,384 △15,650 

預り保証金の増減額（△は減少） 33,505 △13,624 

差入保証金の増減額（△は増加） △50,934 17,028 

小計 249,621 525,229 

利息及び配当金の受取額 9,053 7,912 

利息の支払額 △14,258 △14,328 

法人税等の支払額 △51,373 △87,354 

法人税等の還付額 86,530 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー 279,573 431,459 



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △41,126 △9,613 

定期預金の払戻による収入 12,600 59,624 

有形固定資産の取得による支出 △194,289 △79,565 

長期前払費用の取得による支出 △9,878 △10,361 

無形固定資産の取得による支出 △32,253 △60,435 

事業譲受による支出 ※2  △263,936 △118,708 

投資有価証券の取得による支出 △91,565 △39,602 

投資有価証券の売却による収入 189,707 188,404 

貸付けによる支出 △350 △190 

貸付金の回収による収入 41,340 50,679 

敷金の回収による収入 4,946 12,662 

敷金の差入による支出 △2,353 △330 

保険積立金の解約による収入 5,183 21,863 

投資その他の資産の増減額（△は増加） △31,119 △32,254 

投資活動によるキャッシュ・フロー △413,095 △17,826 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △100,000 － 

長期借入れによる収入 400,000 － 

長期借入金の返済による支出 △171,384 △432,072 

社債の発行による収入 195,845 － 

社債の償還による支出 － △28,800 

自己株式の取得による支出 － △29,678 

配当金の支払額 △48,811 △48,810 

財務活動によるキャッシュ・フロー 275,649 △539,360 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,288 △340 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 138,839 △126,068 

現金及び現金同等物の期首残高 817,391 956,231 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  956,231 ※1  830,163 



 該当事項はありません。 

   

(5)継続企業の前提に関する注記

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数は、次の３社であります。 
㈱メディアネットワークソリューションズ 
㈱ハブ・ア・グッド 
㈱ムービーチャンネル  

  (2）非連結子会社はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 (1）当社は、持分法を適用した非連結子会社はありません。 
  (2）持分法を適用しない非連結子会社はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に関す
る事項 

連結子会社のうち㈱ムービーチャンネルの決算日は、２月29日であります。 
連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日の財務諸表を使用しております。
ただし、３月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引につ
いては、連結上必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事項 
(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

イ．有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 
 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 
 移動平均法による原価法 

  ロ．たな卸資産 
商品 

  店舗 
中古品 
 個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定) 

      上記以外 
 移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定) 

  店舗以外 
賃貸用商品 
  個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定) 
 見積回収期間（１年）における見積収益に基づく償却額と見積回収期間
(１年）における定率法による償却額のいずれか大きい金額を償却してお
ります。 

  上記以外 
 主として移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法により算定) 

  仕掛品 
 個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下  
げの方法により算定)  
貯蔵品 
  最終仕入原価法 

(2）重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

イ．有形固定資産(リース資産を除く) 
定率法（但し、平成11年４月１日以降に取得した建物（付属設備を除く）に

ついては、定額法）を採用しております。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

また、取得価額が 万円以上 万円未満の資産については３年間で均等償却
する方法によっております。 

建物及び構築物 ８～45年

機械装置及び運搬具 ２～10年
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項目 
当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

  ロ．無形固定資産(リース資産を除く) 
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 
  ハ．長期前払費用 

  定額法を採用しております。 
(3）重要な引当金の計上基準 イ．貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しております。 

  ロ．賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。 
  ハ．役員退職慰労引当金  

当社及び一部の子会社において、役員の退職慰労金の支出に充てるため、内
規に基づく期末要支給額を計上しております。  

(4)のれんの償却方法及び償却期
間 

のれんの償却につきましては、のれんの効果の発現する期間を合理的に見積り、
計上後20年以内の期間において均等償却しております。 

(5)連結キャッシュ・フロー計算
書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す
る短期投資からなっております。 

(6)その他連結財務諸表作成のた
めの重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。  

(7)表示方法の変更

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

（連結損益計算書)  

前連結会計年度において「営業外費用」の「雑損失」に含めておりました「支払保証料」は、営業外費用の総額の

100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、

前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「雑損失」に表示していた 千円は、
支払保証料 千円、雑損失 千円として組み替え表示しております。 

  

1,326
1,274 52

(8)追加情報

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)  

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日)を適用しております。 



(9)連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。 

(1）担保に供している資産 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。 

(1）担保に供している資産 

現金及び預金     80,876千円 

建物及び構築物     26,903千円 

土地     365,659千円 

合計   473,439千円 

現金及び預金     80,877千円 

建物及び構築物     25,014千円 

土地     365,659千円 

合計   471,551千円 

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

支払手形及び買掛金     206,102千円 

長期借入金 350,000千円 

(一年内返済予定長期借

入金を含む) 

      

合計 556,102千円 

支払手形及び買掛金     295,534千円 

長期借入金 344,740千円 

(一年内返済予定長期借

入金を含む) 

      

合計 640,274千円 

※２．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、当該再評価差額を「土地再評価差額金」として純

資産の部に計上しております。 

※２．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、当該再評価差額を「土地再評価差額金」として純

資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価

税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定

するために国税庁長官が定めて公表した方法により

算定した価額に、合理的な調整を行って評価額を算

定しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価

税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定

するために国税庁長官が定めて公表した方法により

算定した価額に、合理的な調整を行って評価額を算

定しております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額 

千円99,610

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額 

千円95,554

※３．たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

商品及び製品   1,255,280千円 

仕掛品    5,064千円 

原材料及び貯蔵品    2,267千円  

※３．たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

商品及び製品   1,724,887千円 

仕掛品    4,554千円 

原材料及び貯蔵品    1,988千円  



 当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

  その他有価証券評価差額金 

   当期発生額                △100,596千円  

   組替調整額                 △42,912千円  

   税効果調整前                △143,509千円 

      税効果額                   66,874千円 

      その他有価証券評価差額金          △76,634千円 

      その他の包括利益合計             △76,634千円  

   

前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項ありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

※１.固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 

     建物       964千円               

※１.固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 

   建物           千円 

   工具器具備品        千円  

   ソフトウェア       千円 

              

222

24

1,656

（連結包括利益計算書関係）

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期

首株式数（千株） 

当連結会計年度増

加株式数（千株） 

当連結会計年度減

少株式数（千株） 

当連結会計年度末

株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式             5,257  ―  ―            5,257

合計             5,257          ―  ―        5,257

自己株式         

普通株式           378          ―  ―             378

合計             378          ―  ―             378

  

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当

額（円） 
基準日 効力発生日 

平成22年6月29日 

定時株主総会 
普通株式        48,796     10.00 平成22年3月31日 平成22年6月30日 

  

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり配

当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成23年6月24日 

定時株主総会 
普通株式       48,796  利益剰余金       10.00 平成23年3月31日 平成23年6月27日 



当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

        (注1) 普通株式の自己株式の株式数の増加142千株は、取締役会の決議による自己株式の取得であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項ありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
当連結会計年度期
首株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式             5,257  ―  ―             5,257

合計             5,257           －  ―        5,257

自己株式 (注1)         

普通株式           378           142  ―             520

合計             378           142  ―             520

  

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当

額（円） 
基準日 効力発生日 

平成23年6月24日 

定時株主総会 
普通株式         48,796      10.00 平成23年3月31日 平成23年6月27日 

  

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり配

当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成24年6月26日 

定時株主総会 
普通株式       47,376  利益剰余金       10.00 平成24年3月31日 平成24年6月27日 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

※１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。 

※１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。 

  

（平成23年３月31日現在）

  千円

現金及び預金勘定    1,178,747

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △222,724

ＣＲＦ・ＭＭＦ     208

現金及び現金同等物    956,231

        

（平成24年３月31日現在）

  千円

現金及び預金勘定    1,012,606

預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △182,713

ＣＲＦ・ＭＭＦ     271

現金及び現金同等物    830,163

※２．当連結会計年度に事業の譲受けにより増加した資産

及び負債の主な内訳は次のとおりであります。 

  

株式会社アイ信より事業譲受けにより増加した

資産及び負債の内訳並びにのれん、事業譲受の取

得価額と未払額は次のとおりであります。  

  千円

流動資産   99,878

固定資産  85,000

のれん  197,765

事業譲受の取得価額  382,644

未払額  △118,708

差引:事業譲受による支出 263,936

  

  

──────── 

  



（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権 

移転外ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

───────── 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

(有形固定資産)       

その他     2,184     1,929    254

合計      2,184     1,929    254

  

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内  270千円 

１年超  －千円 

合計 270千円 

  

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

  

支払リース料   468千円 

減価償却費相当額  436千円 

支払利息相当額 14千円 

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

  

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

  

 (減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

  



１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に関する取組方針 

当社グループは、資金運用については投資有価証券である株式、投資信託及び預金等を中心としており

ます。また、短期的な資金調達については短期の銀行借入により、長期にわたる投資資金は長期の銀行借

入により調達する方針です。なお、デリバティブに関連する取引は行っておりません。  

(2) 金融商品の内容及びリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、原則として１カ月以

内の回収を基本としており、当該リスクに関しては、当社グループの経理規程により、管理部における取

引先ごとの期日管理のもと、回収遅延の恐れのあるときは営業部門と連携をとり、速やかな処理を行うよ

うにしております。    

投資有価証券である株式、投資信託は、市場価格の変動リスク及び発行体の信用リスクに晒されており

ます。投資有価証券による資金運用については、有価証券運用管理規程に従い、運用限度枠を設定し、定

期的に時価や発行体企業の財務状況を把握しております。また、投資信託は、市場環境等の継続的なモニ

タリングを通して保有状況の見直しの検討を行っております。 

敷金及び保証金は、主に仕入先との取引契約に係るものであり、差し入れ先の信用リスクに晒されてお

ります。当該リスクについては、差し入れ先の信用状況を定期的に把握することを通じて、リスクの軽減

を図っております。  

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１カ月以内の支払期日となっております。 

借入金のうち、短期借入金はおもに営業取引に係る資金調達であり、長期借入金と社債(最長７年)は投

資資金に係る資金調達です。長期借入金と社債については、固定金利と変動金利を組み合わせており、変

動金利に係る金利の変動リスクを最小限にするようにしております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

当社グループは、販売管理規程及び販売取引基準に従い、営業債権について、営業部が取引先の状況

をモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。 

②市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理 

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況を把握し、取

引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

③資金調達に係る流動性リスク(支払日に支払いを実行できなくなるリスク)管理 

当社グループは、各部署からの報告に基づき、管理部門が適時、資金計画の作成、見直しを行ってお

り、手元流動性の維持に努め流動性リスクを管理しております。  

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用

することにより、当該価額が変動することもあります。  

（金融商品関係）



   ２．金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません((注)２.参照)。  

  

前連結会計年度（平成23年３月31日）  

  

当連結会計年度（平成24年３月31日）  

(注) １. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資産 

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 
(3)有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関等か

ら提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有

価証券関係」をご参照ください。 

(4)敷金及び保証金 

  これらは主に定期預金の利息に相当する利息を受け取っている取引保証金であることから、時価は当該帳簿

価額に近似しており、当該帳簿価額をもって時価としております。 

負債 
(1)支払手形及び買掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 

(2)長期借入金 

時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定

しております。  

(3)社債 

時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により

算定しております。  

  連結貸借対照表計上額(千円) 時価 (千円)  差額 (千円)  

(1)現金及び預金   1,178,747  1,178,747  －

(2)受取手形及び売掛金   2,388,381  2,388,381  －

(3)有価証券及び投資有価証券  557,429  557,429  －

(4)敷金及び保証金   1,030,742  1,030,742  －

   資産計   5,155,301  5,155,301  －

(1)支払手形及び買掛金  2,563,266  2,563,266  －

(2)長期借入金   1,178,634  1,184,916  6,282

(3)社債   200,000  200,000  －

   負債計  3,941,900  3,948,183  6,282

  連結貸借対照表計上額(千円) 時価 (千円)  差額 (千円)  

(1)現金及び預金   1,012,606  1,012,606  －

(2)受取手形及び売掛金   2,172,896  2,172,896  －

(3)有価証券及び投資有価証券  312,178  312,178  －

(4)敷金及び保証金   1,001,439  1,001,439  －

   資産計   4,499,120  4,499,120  －

(1)支払手形及び買掛金  3,015,085  3,015,085  －

(2)長期借入金   746,562  750,911  4,349

(3)社債   171,200  171,769  569

   負債計  3,932,847  3,937,766  4,918



(注) ２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

                                             (単位：千円) 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)有価証券

及び投資有価証券」には含めておりません。 

(注) ３.金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日以後の償還予定額 

  

前連結会計年度（平成23年３月31日）  

  

当連結会計年度（平成24年３月31日）  

   

 区分 平成23年３月31日 平成24年３月31日 

 非上場株式  660,375  659,290

  
１年以内 

   (千円) 

 1年超 
 ５年以内 
(千円) 

５年超 
10年以内 
(千円) 

10年超 
(千円) 

現金及び預金  1,178,747  －  －  －

受取手形及び売掛金  2,388,381  －  －  －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期

があるもの  
    

社債   －  18,650  －  13,935

合計  3,567,129  18,650  －  13,935

  
１年以内 

   (千円) 

 1年超 
 ５年以内 
(千円) 

５年超 
10年以内 
(千円) 

10年超 
(千円) 

現金及び預金  1,012,606  －  －  －

受取手形及び売掛金  2,172,896  －  －  －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期

があるもの  
    

社債   －  15,823  －  15,916

合計  3,185,502  15,823  －  15,916



 前連結会計年度（平成23年３月31日） 

 １．その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 660,375千円）については、市場価格がなく、時価を把握すること

が極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

３. 減損処理を行った有価証券 

  当連結会計年度において、有価証券について2,999千円(その他有価証券の株式2,999千円)減損処理を行って

 おります。 

  

（有価証券関係）

  種類 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

取得原価（千円） 差額（千円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式  278,102  47,675  230,426

(2）債券       

① 国債・地

方債等 
 －  －  －

② 社債  18,650  9,481  9,168

③ その他  －  －  －

(3）その他  108,769  73,089  35,680

小計  405,522  130,246  275,275

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式  137,763              169,753  △31,990

(2）債券       

① 国債・地

方債等 
 －  －  －

② 社債  13,935  17,169  △3,234

③ その他  －  －  －

(3）その他  208  208  －

小計  151,907  187,131  △35,224

合計  557,429  317,378  240,051

種類 売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

(1）株式  167,829  7,557  600

(2）債券       

① 国債・地方債

等 
 －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  21,878  －  333

合計  189,707  7,557  933



 当連結会計年度（平成24年３月31日） 

 １．その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 659,290千円）については、市場価格がなく、時価を把握すること

が極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

３. 減損処理を行った有価証券 

  当連結会計年度において、有価証券について32,179千円減損処理を行っております。 

  

  種類 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

取得原価（千円） 差額（千円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式  183,676  90,342  93,333

(2）債券       

① 国債・地

方債等 
 －  －  －

② 社債  15,823  9,481  6,342

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  199,500  99,824  99,675

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式  96,490              114,885  △18,394

(2）債券       

① 国債・地

方債等 
 －  －  －

② 社債  15,916  17,169  △1,252

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  112,407  132,055  △19,647

合計  311,907  231,879  80,028

種類 売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

(1）株式  72,760  35,536  －

(2）債券       

① 国債・地方債

等 
 －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  115,644  42,555  －

合計  188,404  78,092  －



前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度  （自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１．採用している退職給付制度の概要 
当社グループにおいては、主に退職一時金制度および確定拠出年金制度を設けております。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

  

当連結会計年度  （自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社グループにおいては、確定拠出年金制度を設けております。 

  

２．退職給付費用に関する事項 

  

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

  （単位：千円）

① 退職給付債務  －

② 年金資産  －

③ 未積立退職給付債務(①+②)  －

④ 会計基準変更時差異の未処理額  －

⑤ 連結貸借対照表計上額(純額)  －

⑥ 前払年金費用  －

⑦ 退職給付引当金  －

  （単位：千円）

① 勤務費用            784

② 確定拠出年金への掛金支払額                 10,269

③ 退職給付費用（①＋②）               11,053

  （単位：千円）

確定拠出年金への掛金支払額                 13,163

退職給付費用               13,163



該当事項はありません。  

  

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

  

繰延税金資産 千円

税務上の繰越欠損金    77,617

役員退職慰労引当金否認  109,896

貸倒引当金否認  8,471

たな卸商品評価減否認 6,510

会員権評価減否認 5,436

賞与引当金否認 19,219

その他有価証券評価差額金 24,089

投資有価証券評価損否認 37,969

その他 28,370

繰延税金資産小計  317,583

評価性引当額   △129,195

繰延税金資産合計  188,387

  

繰延税金資産 千円

税務上の繰越欠損金     83,963

役員退職慰労引当金否認     109,829

貸倒引当金否認   4,266

たな卸商品評価減否認  5,442

会員権評価減否認  4,785

賞与引当金否認   18,105

その他有価証券評価差額金   10,594

投資有価証券評価損否認    34,713

減価償却繰入超過額  20,889

その他    31,928

繰延税金資産小計     324,518

評価性引当額 △126,676

繰延税金資産合計   197,842

  

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金  110,495

その他 242

繰延税金負債合計 110,738

繰延税金資産の純額 77,649

  

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金    30,125

その他   132

繰延税金負債合計   30,258

繰延税金資産の純額  167,584

（注） 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

（注） 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

  千円

流動資産－繰延税金資産 44,406

固定資産－繰延税金資産 33,243

  千円

流動資産－繰延税金資産    59,982

固定資産－繰延税金資産     107,603

固定負債－繰延税金負債 1

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との差異原因の主な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との差異原因の主な項目別内訳 

(%)

  

法定実効税率      40.1

(調整)    

交際費等永久に損金に算入されない項目    0.8

受取配当金等永久に益金に算入されない 

項目  
 △11.5

住民税均等割等     4.9

投資有価証券評価減他税効果未認識額     △4.4

その他   5.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率   35.4

(%)

   

法定実効税率     40.1

(調整)    

交際費等永久に損金に算入されない項目      0.9

受取配当金等永久に益金に算入されない 

項目  
 △0.4

住民税均等割等     4.6

欠損金子会社の未認識税務利益   11.5

税率変更による期末繰延税金資産の減額

修正  
 5.2

その他   △2.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率   59.6



前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

              

  

   ───────── 

３. 法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金 

    負債の修正 

  「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るた

めの所得税法等の一部を改正する法律」(平成23年法律第

114号)及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施

するために必要な財源の確保に関する特別措置法」(平成

23年法律第117号)が平成23年12月２日に公布され、平成24

年４月１日以降開始する連結会計年度から法人税率等が変

更されることとなりました。 

 これに伴い、平成24年４月１日に開始する連結会計年度

以降に解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算する法定実効税率を40.1％から

37.7％に変更し、平成27年４月１日から開始する連結会計

年度以降に解消が見込まれる一時差異については、法定実

効税率を40.1％から35.3％に変更しております。 

 この変更により、当連結会計期間末における繰延税金資

産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)は10,752千

円減少し、法人税等調整額は13,411千円、その他有価証券

評価差額金が2,659千円、それぞれ増加しております。 

  



該当事項はありません。   

前連結会計年度末(平成23年３月31日)及び当連結会計年度末(平成24年３月31日)  

連結貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務 

当社グループは、賃貸借契約に基づき使用する事務所等のうち一部については、退去時における原状回

復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ

移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当

該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）



 １．報告セグメントの概要  
当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、
当社の経営事項及び業務執行に関する最高意思決定機関である取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を
評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。  
当社グループは、音楽映像ソフトや家庭用ゲーム機器及びソフト等のエンタテインメント関連商品の販売を
主たる事業としており、レンタル店やゲームショップ等事業者を対象とした事業と直接消費者を対象とした事
業とに区分し、各事業ごとに包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。  
従って、当社グループの構成単位は事業の種類別セグメントから構成されており、レンタル店やゲームショ
ップ等事業者を対象とした事業を「卸売事業」、直接消費者を対象とした事業を「小売事業」とし、２つを報
告セグメントとしております。 
  
「卸売事業」は、音楽ソフト(レンタル用ＣＤ)、映像ソフト、コンシューマーゲーム等をビデオ・ＣＤレン
タル店やゲームショップ等に販売しております。「小売事業」は、音楽映像ソフト、コンシューマーゲーム等
を消費者に販売またはレンタルしております。 
  

２. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 
  報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」
 における記載と概ね同一であります。 
  報告セグメントの利益は営業利益ベースの金額であります。また、セグメント間の内部売上高又は振替高 
 は市場実勢価格に基づいております。 
  
３．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 
  前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

  

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

  
卸売事業 
（千円） 

小売事業 
（千円） 

合計（千円） 

売上高       

  外部顧客への売上高  16,685,778  1,246,576  17,932,355

  セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  13  13

計  16,685,778  1,246,590  17,932,369

セグメント利益又は損失(△)  673,909  △58,266  615,642

セグメント資産  5,908,450  764,681  6,673,131

その他の項目    

のれんの償却額  37,140  －  37,140

減価償却費  32,781  5,564  38,346

有形固定資産及び無形固定資産
の増加額 

 414,157  10,959  425,116



  当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

  
４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 
                                         （単位：千円）  

 (注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 
  
                                     （単位：千円） 

 (注) 全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない余資運用資金、長期性資金、一般管理部門に係る資
産であります。 

  
                                     （単位：千円） 

  
  

  
卸売事業 
（千円） 

小売事業 
（千円） 

合計（千円） 

売上高       

  外部顧客への売上高  19,013,321  1,251,612  20,264,934

  セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  －

計  19,013,321  1,251,612  20,264,934

セグメント利益又は損失(△)  636,539  △64,130  572,409

セグメント資産  6,190,794  707,565  6,898,360

その他の項目    

のれんの償却額  71,755  －  71,755

減価償却費  36,007  5,743  41,750

有形固定資産及び無形固定資産
の増加額 

 74,900  4,479  79,379

      利益 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計  615,642  572,409

 セグメント間取引消去  △11  －

 のれんの償却額  △12,232  △12,232

 全社費用(注)  △370,919  △377,278

連結財務諸表計上の営業利益  232,479  182,898

      資産 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計  6,673,131  6,898,360

 資本連結消去  △563,752  △575,985

 全社資産(注)  2,614,299  2,282,860

連結財務諸表の資産合計  8,723,678  8,605,235

その他の項目 

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額 

前連結会計
年度 

当連結会計
年度 

前連結会計
年度 

当連結会計
年度 

前連結会計
年度 

当連結会計
年度 

減価償却費  38,346  41,750  7,606  6,920  45,953  48,671

のれんの償却額  37,140  71,755  12,232  12,232  49,373  83,987

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額 

 425,116  79,379  1,786  56,656  426,903  136,036



前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１.商品ごとの情報  

                                    (単位:千円) 

  

２.地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客以外の売上がないため、該当事項はありません。 

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３.主要な顧客ごと情報 

                          (単位:千円) 

  

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１.商品ごとの情報  

                                    (単位:千円) 

  

２.地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客以外の売上がないため、該当事項はありません。 

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３.主要な顧客ごと情報 

                          (単位:千円) 

  

ｂ．関連情報

  音楽映像ソフト 
コンシューマー

ゲーム  
関連商品  小売・その他 合計  

 外部顧客への売上高  12,150,014  3,332,922  524,104  1,925,314  17,932,355

 顧客の名称又は氏名  売上高  関連するセグメント 

 株式会社ゲオ  3,717,586  卸売事業 

  音楽映像ソフト 
コンシューマー

ゲーム  
関連商品  小売・その他 合計  

 外部顧客への売上高  14,579,843  3,097,554  685,744  1,901,792  20,264,934

 顧客の名称又は氏名  売上高  関連するセグメント 

 株式会社ゲオ  3,871,486  卸売事業 



前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）  

(単位:千円) 

  

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）  

(単位:千円) 

  

  

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

(単位:千円) 

  

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

(単位:千円) 

  

  

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

   卸売事業  小売事業 全社・消去  合計  

 減損損失  －  209  －  209

   卸売事業  小売事業 全社・消去  合計  

 減損損失  －  540  －  540

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

   卸売事業 小売事業   全社・消去 合計  

 当期償却額   49,373  －  －  49,373

 当期末残高  196,916  －  －  196,916

   卸売事業 小売事業   全社・消去 合計  

 当期償却額   83,987  －  －  83,987

 当期末残高  112,928  －  －  112,928

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報



前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日）  

関連当事者との取引  

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引  

連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る。)等 

（注）当社の仕入債務に対して、代表取締役社長金岡正光より債務保証を受けております。なお、保証料の支払いは

担保極度額を78,000千円とし、年率1.0％の保証料を支払っております。 

  

当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日）  

関連当事者との取引  

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引  

連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る。)等 

（注）当社の仕入債務に対して、代表取締役社長金岡正光より債務保証を受けております。なお、保証料の支払いは

担保極度額を78,000千円とし、年率1.0％の保証料を支払っております。 

  

（関連当事者情報）

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 
（％） 

 関連当事者 

 との関係 
取引の内容 取引金額 

(千円) 科目 期末残高 
（千円） 

役員 金岡正光  －  －

当社代表 

取締役社

長 

直接 

34.7 

 仕入債務の被 

 保証 

仕入債務の被

保証 

（注） 

   184,536  －      －

 仕入債務の被 

 保証に対する 

 保証料の支払 

 い  

仕入債務の被

保証に対する

保証料の支払

い 

（注） 

     780  －       －

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 
（％） 

 関連当事者 

 との関係 
取引の内容 取引金額 

(千円) 科目 期末残高 
（千円） 

役員 金岡正光  －  －

当社代表 

取締役社

長 

直接 

35.7 

 仕入債務の被 

 保証 

仕入債務の被

保証 

（注） 

   222,408  －      －

 仕入債務の被 

 保証に対する 

 保証料の支払 

 い  

仕入債務の被

保証に対する

保証料の支払

い 

（注） 

     780  －       －



 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭 793 47

１株当たり当期純利益金額 円 銭 30 45

１株当たり純資産額 円 銭 806 08

１株当たり当期純利益金額 円 銭 21 47

   なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい 

 ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい 

 ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当期純利益（千円）       148,608       102,209

普通株主に帰属しない金額（千円）       －       －

普通株式に係る当期純利益（千円）       148,608       102,209

期中平均株式数（千株）       4,879       4,759

（重要な後発事象）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 990,244 858,550 

売掛金 1,967,931 1,740,053 

有価証券 208 271 

たな卸資産 1,188,521 1,579,770 

前渡金 186 － 

前払費用 18,966 15,525 

繰延税金資産 44,415 53,146 

その他 133,030 97,200 

貸倒引当金 △20,249 △8,425 

流動資産合計 4,323,255 4,336,093 

固定資産   

有形固定資産   

建物 209,159 208,889 

減価償却累計額 △107,556 △112,718 

建物（純額） 101,602 96,171 

構築物 4,857 4,857 

減価償却累計額 △4,637 △4,693 

構築物（純額） 219 163 

機械及び装置 13,674 13,674 

減価償却累計額 △12,068 △12,555 

機械及び装置（純額） 1,605 1,118 

車両運搬具 19,814 22,935 

減価償却累計額 △17,445 △20,202 

車両運搬具（純額） 2,369 2,732 

工具、器具及び備品 126,580 131,208 

減価償却累計額 △98,094 △110,379 

工具、器具及び備品（純額） 28,485 20,828 

土地 519,761 575,565 

有形固定資産合計 654,044 696,580 

無形固定資産   

のれん 175,791 109,869 

ソフトウエア 35,836 37,696 

電話加入権 10,996 11,048 

ソフトウエア仮勘定 65,486 99,846 

無形固定資産合計 288,111 258,461 



（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,217,503 971,100 

関係会社株式 579,043 579,043 

出資金 1,397 1,120 

長期貸付金 100 25 

役員及び従業員に対する長期貸付金 － 735 

関係会社長期貸付金 140,000 70,000 

破産更生債権等 3,771 6,089 

長期前払費用 100,484 109,269 

繰延税金資産 33,476 107,720 

敷金及び保証金 680,764 666,358 

保険積立金 329,841 340,181 

その他 19,065 9,065 

貸倒引当金 △4,352 △6,019 

投資その他の資産合計 3,101,094 2,854,688 

固定資産合計 4,043,250 3,809,730 

資産合計 8,366,505 8,145,824 

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,263,007 2,570,075 

1年内返済予定の長期借入金 210,652 185,664 

未払金 204,612 68,699 

未払費用 89,678 93,510 

未払法人税等 47,000 117,897 

前受金 3,145 35 

預り金 6,708 14,473 

前受収益 230 157 

賞与引当金 40,150 39,669 

その他 29,128 29,116 

流動負債合計 2,894,314 3,119,298 

固定負債   

社債 171,200 142,400 

長期借入金 967,982 560,898 

役員退職慰労引当金 273,002 289,959 

受入保証金 149,441 141,967 

その他 2,844 － 

固定負債合計 1,564,470 1,135,225 

負債合計 4,458,784 4,254,523 



（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 598,510 598,510 

資本剰余金   

資本準備金 544,864 544,864 

その他資本剰余金 135 135 

資本剰余金合計 545,000 545,000 

利益剰余金   

利益準備金 37,331 37,331 

その他利益剰余金   

別途積立金 2,740,000 2,790,000 

繰越利益剰余金 212,402 252,298 

利益剰余金合計 2,989,734 3,079,630 

自己株式 △112,553 △142,231 

株主資本合計 4,020,692 4,080,910 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 128,855 52,218 

土地再評価差額金 △241,827 △241,827 

評価・換算差額等合計 △112,972 △189,609 

純資産合計 3,907,720 3,891,300 

負債純資産合計 8,366,505 8,145,824 



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 14,221,269 16,391,781 

売上原価   

商品期首たな卸高 955,158 1,186,901 

当期商品仕入高 12,584,704 14,691,914 

他勘定受入高 99,878 － 

合計 13,639,741 15,878,816 

商品期末たな卸高 1,186,901 1,578,821 

差引 12,452,839 14,299,995 

他勘定振替高 6,182 5,760 

商品売上原価 12,446,657 14,294,234 

売上総利益 1,774,612 2,097,546 

販売費及び一般管理費   

業務委託費 29,116 121,659 

販売手数料 38,237 41,623 

運賃及び荷造費 156,306 132,102 

広告宣伝費 3,559 4,435 

貸倒引当金繰入額 16,427 1,444 

役員報酬 124,880 140,943 

給料及び手当 533,822 683,367 

賞与 40,940 39,155 

賞与引当金繰入額 38,159 38,379 

退職給付費用 9,041 11,528 

役員退職慰労引当金繰入額 14,993 16,956 

福利厚生費 84,673 110,242 

交際費 4,653 4,960 

旅費及び交通費 33,581 37,633 

租税公課 21,378 20,581 

減価償却費 29,261 32,549 

消耗品費 36,256 30,255 

賃借料 113,268 130,179 

その他 205,056 287,123 

販売費及び一般管理費 1,533,616 1,885,121 

営業利益 240,995 212,425 



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 6,589 4,266 

受取配当金 3,286 4,252 

有価証券売却益 6,624 63,440 

受取賃貸料 3,080 4,744 

受取手数料 3,883 9,816 

雑収入 6,246 2,075 

営業外収益合計 29,709 88,594 

営業外費用   

支払利息 14,089 13,298 

社債発行費 4,154 － 

為替差損 8,693 813 

支払保証料 1,274 2,549 

雑損失 475 3,090 

営業外費用合計 28,687 19,752 

経常利益 242,017 281,267 

特別利益   

保険解約返戻金 1,467 17,902 

投資有価証券売却益 － 14,652 

特別利益合計 1,467 32,554 

特別損失   

投資有価証券評価損 2,999 32,179 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 2,958 － 

その他 786 2,720 

特別損失合計 6,745 34,899 

税引前当期純利益 236,739 278,922 

法人税、住民税及び事業税 89,914 156,329 

法人税等調整額 △10,893 △16,098 

法人税等合計 79,020 140,230 

当期純利益 157,718 138,691 



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 598,510 598,510 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 598,510 598,510 

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 544,864 544,864 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 544,864 544,864 

その他資本剰余金   

当期首残高 135 135 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 135 135 

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 37,331 37,331 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 37,331 37,331 

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 2,540,000 2,740,000 

当期変動額   

別途積立金の積立 200,000 50,000 

当期変動額合計 200,000 50,000 

当期末残高 2,740,000 2,790,000 

繰越利益剰余金   

当期首残高 303,480 212,402 

当期変動額   

別途積立金の積立 △200,000 △50,000 

剰余金の配当 △48,796 △48,796 

当期純利益 157,718 138,691 

当期変動額合計 △91,077 39,895 

当期末残高 212,402 252,298 

自己株式   

当期首残高 △112,553 △112,553 

当期変動額   

自己株式の取得 － △29,678 

当期変動額合計 － △29,678 

当期末残高 △112,553 △142,231 



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本合計   

当期首残高 3,911,770 4,020,692 

当期変動額   

剰余金の配当 △48,796 △48,796 

当期純利益 157,718 138,691 

自己株式の取得 － △29,678 

当期変動額合計 108,922 60,217 

当期末残高 4,020,692 4,080,910 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 97,726 128,855 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 31,129 △76,637 

当期変動額合計 31,129 △76,637 

当期末残高 128,855 52,218 

土地再評価差額金   

当期首残高 △241,827 △241,827 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 △241,827 △241,827 

純資産合計   

当期首残高 3,767,668 3,907,720 

当期変動額   

剰余金の配当 △48,796 △48,796 

当期純利益 157,718 138,691 

自己株式の取得 － △29,678 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 31,129 △76,637 

当期変動額合計 140,051 △16,419 

当期末残高 3,907,720 3,891,300 



 該当事項はありません。 

   

(1）役員の異動 

① 代表取締役の異動  

    該当事項はありません。 

② その他の役員の異動 

  該当事項はありません。 

(2）その他 

 該当事項はありません。 

  

(4)継続企業の前提に関する注記

６．その他


	ヘッダー3: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー4: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー5: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー6: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー7: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー8: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー9: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー10: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー11: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー12: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー13: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー14: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー15: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー16: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー17: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー18: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー19: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー20: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー21: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー22: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー23: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー24: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー25: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー26: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー27: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー28: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー29: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー30: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー31: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー32: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー33: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー34: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー35: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー36: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー37: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー38: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー39: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー40: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー41: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー42: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー43: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー44: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー45: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー46: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	ヘッダー47: ㈱シーエスロジネット(2710) 平成24年３月期　決算短信
	フッター3: - 1 -
	フッター4: - 2 -
	フッター5: - 3 -
	フッター6: - 4 -
	フッター7: - 5 -
	フッター8: - 6 -
	フッター9: - 7 -
	フッター10: - 8 -
	フッター11: - 9 -
	フッター12: - 10 -
	フッター13: - 11 -
	フッター14: - 12 -
	フッター15: - 13 -
	フッター16: - 14 -
	フッター17: - 15 -
	フッター18: - 16 -
	フッター19: - 17 -
	フッター20: - 18 -
	フッター21: - 19 -
	フッター22: - 20 -
	フッター23: - 21 -
	フッター24: - 22 -
	フッター25: - 23 -
	フッター26: - 24 -
	フッター27: - 25 -
	フッター28: - 26 -
	フッター29: - 27 -
	フッター30: - 28 -
	フッター31: - 29 -
	フッター32: - 30 -
	フッター33: - 31 -
	フッター34: - 32 -
	フッター35: - 33 -
	フッター36: - 34 -
	フッター37: - 35 -
	フッター38: - 36 -
	フッター39: - 37 -
	フッター40: - 38 -
	フッター41: - 39 -
	フッター42: - 40 -
	フッター43: - 41 -
	フッター44: - 42 -
	フッター45: - 43 -
	フッター46: - 44 -
	フッター47: - 45 -


